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（１）こども家庭庁の取組
こどもの命と安全・安心を守ることは、何よりも優先すべき重要課題である。こども家庭

庁が司令塔となり関係機関と連携しながら、今を生きるこどもや若者の命と安全を徹底的に
守る。
とりわけ、小中高生の自殺者数が過去最多を更新している極めて深刻な現実に、これまで

以上の危機感を持ち、救える命を一人でも救うという観点から、あらゆるこども施策を総動
員して、総合的に、かつ着実に実行していくことが重要である。

①「こども・若者自殺防止総力戦略」始まる
2026 年４月、こどもの自殺対策のギアをもう一段上げるため、「『こどもの命と安全を徹

底的に守る』大臣プロジェクト 2026～第１弾　こども・若者自殺防止総力戦略～」を策定
した。地方公共団体とともに、本気で力を合わせ、総力を結集し、救える命を一人でも多く
救う、こどもの命を総力を挙げて徹底的に守り抜く、という決意の下、深い孤立や困難を抱
えた自殺のリスクが高いこどもや若者を、危機が深まる前に把握し、確実に支援につなげる
仕組みを地域の中で着実に機能させる取組を進めていく。
具体的には、2026 年４月に施行された改正自殺対策基本法に基づき、こどもの自殺防止

について地域の関係機関が連携して対応する協議会の設置を促進するため、こども家庭庁と
して、説明会開催や自治体訪問、継続したフォロー等の丁寧かつ地道な地方公共団体への伴
走支援や、各地方公共団体のこどもの自殺対策の取組状況の把握・共有を通じた見える化等
により、地方公共団体とともにこどもの自殺対策を総力を挙げて推進していく。

図表 1-2-37 こども・若者 自殺防止総力戦略

R9年度R8年度R7年度
4⽉〜1〜3⽉10〜12⽉7〜9⽉6⽉5⽉4⽉〜3⽉末

「こどもの命と安全を徹底的に守る」大臣プロジェクト2026
〜第1弾 こども・若者 ⾃殺防⽌総⼒戦略〜

改正⾃殺対策基本法施⾏（地⽅公共団体はこどもの⾃殺防⽌に係る協議を⾏う法定協議会の設置が可能に）法定協議会
運営ガイド
ライン発出

法令
関係

予算
関係

主
な
取
組
等

R8年度 法定協議会効果的運営モデル構築事業

＜ロードマップ＞

法定協議会の設置・運営

R7年度
こどもの⾃殺
要因分析
結果公表

こどもの自殺の要因分析、ICT・AI活用も⾒据えた新たな対策の検討、広報啓発

4/30

こども家庭庁
こどもの⾃殺対策推進室

こども家庭庁職員による⾃治体への伴走支援
法定協議会設置促進のため、説明会開催や⾃治体訪問、継続したフォローや好事例整理

R8⾃殺者数公表
（1⽉暫定値、
3⽉確定値）

9⽉中下旬頃（予定）

都道府県別の状況の⾒える化推進
各⾃治体の対策強化に資するよう、取組状況の把握・共有

6⽉上旬頃（予定）

大臣から⾸⻑への働きかけ
4/30の協議の場をキックオフとし、

あらゆる機会を通じて対策強化のお願い

予定

（9/10-9/16）
⾃殺予防週間

（3⽉）
⾃殺対策
強化月間

医療機関・
学校からの
情報共有
シート作成

（戦略的な広報啓発活動の展開）

こども政策に係る
国と地⽅の協議の場

こども政策
推進会議

こどもの⾃殺
対策に関する
関係省庁
連絡会議

R9予算
概算要求

骨太方針
2026

自ら命を絶つこども・若者の命を守るために
―こども家庭庁の自殺対策と東京都足立区の取組（寄稿）―ダイジェスト⑩

生きづらさや困難を抱えるこども・家庭へ
の支援

第３節
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②こどもの自殺の多角的な要因分析の結果を公表
こども家庭庁は、こどもの自殺対策にいかすための要因分析を行っており、2025年度は、

インターネット相談事業の記録や、オンライン掲示板への投稿データを分析し、自殺の危険
性を高める危険因子とそれを低下させる保護因子を、時間の経過に沿って整理し、2026 年
４月には「こどもの自殺の多角的な要因分析に関する調査研究」報告書を公表した。
グレーの矢印は左から右に時間が進み、リスクが高まることを表しており、初期には家庭・

学校・個人に関する悩みが表れ、中期には精神的不調や自己への否定的認知が進行し、こう
した状態が極限に達すると、強い心理的苦痛が生じ、自殺未遂や自己破壊的行動へと段階的
に至ることが示唆された。
一方で、グレーの矢印から、オレンジ色や緑色の矢印が左下に伸びているとおり、家族と

の円滑なコミュニケーションや友人・教師との信頼関係、将来への希望といった保護因子は、
自殺念慮の深刻化を防ぐことが示唆された。また、家族からの情緒的支援、学校内の支援、
趣味といった保護因子をより多く、より明確に持っているほど、相談などの支援の効果を高
めることが確認された。
これらの結果から、危険因子を早期に軽減すること、保護因子をより多くすることの重要

性が示されており、こうした視点を施策の充実に活かしていく。
 

図表 1-2-38 こどもの自殺の多角的な要因分析に関する調査研究の報告書概要

• 家庭や学校での悩みを背景に、
精神的不調や自己への否定的
認知が進み、これらが極限に
達すると切迫した心理的苦痛
（希死念慮）が生じ、自殺未
遂や自己破壊的行動へと段階
的に至ることが示唆された。

• 虐待が疑われる状況や、経済
的困窮、家族間の不仲などの
家庭機能の問題は、自殺未遂
や自殺の準備（自殺の行動
化）との関連が示された。

• 家族との円滑なコミュニケー
ション、学友・教師との信頼
関係、将来への希望・人生の
有意味感などの保護因子は、
自殺念慮の深刻化を防ぐこと
が示唆された。

• それらに加え、家族からの情
緒的支援の実感、学校内の支
援活用、趣味等の活動参加な
ど、保護因子がより多い、よ
り明確に持っているほど相談
などの支援の効果を高めるこ
とが示唆された。

令和７年度 こどもの自殺の多角的な要因分析に関する調査研究

危機経路・危険因子

保護因子

インターネット相談事業の記録や、匿名オンライン掲示板への投稿データから、こどもの自殺に関連すると思われる危険因子（※１）・
保護因子（※２）を経時的に整理・分析する調査研究を実施

※１危険因子：自殺の危険性を高める因子 ※２保護因子：自殺の危険性を低下させる因子
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③こどもの自殺対策に係るこれまでの政府の取組の紹介
政府としては、2023 年６月に取りまとめた「こどもの自殺対策緊急強化プラン」に基づ

き、総合的な施策を推進してきた。また、2025 年６月には自殺対策基本法が改正され、こ
どもの自殺対策を社会全体で取り組むことが基本理念に明記されるとともに、地方公共団体
にこどもの自殺防止に係る必要な情報交換や対処等の協議を行う協議会を置くことができる
こととなった。こうしたことを踏まえ、同年９月に開催した関係省庁連絡会議において、関
係機関や団体の連携・協働により連動性を持って取り組まれるべき施策を「こどもの自殺対
策推進パッケージ」として取りまとめた。こどもの自殺対策については、関係府省一丸となっ
て関連施策を総合的に推進していくことと併せて、地方公共団体が果たす役割も大変重要で
ある。このため、当該パッケージにおいては、教育や普及啓発等、リスクの早期発見・対応、
危機介入、見守り・支援などの一連の施策のうち、地方公共団体が特に取り組むべき施策を
示すことにより、国と地方が一体となって自殺対策に取り組む体制づくりを目指している。

図表 1-2-39 こどもの自殺対策推進パッケージ

• 自死遺児・遺族支援団体に対する活動支援【33億円の内数】

• 「児童⽣徒の自殺が起きたときの背景調査の指針」（令和7年12月
改訂）の周知

• 自殺未遂者支援を含む自殺対策に関する調査研究等の体制強化
【6.0億円】

• 教育委員会による24時間子供SOS
ダイヤル、SNS等を活用した相談体
制の整備【88億円の内数】

• 法定協議会（※）の運営に係る
ガイドラインの作成

こどもの自殺対策推進パッケージ
 こどもの自殺をめぐる深刻な状況に対処するため、こどもの自殺対策緊急強化プラン（令和5年6月）や改正自殺対策基本法（令和7年6月

公布）を踏まえ、関係省庁⼀丸となり、関連事業・支援策を総合的に推進していく必要
 こどもの自殺対策の実施に様々な機関や団体が関わる中で、関係機関や団体の連携・協働により連動性を持って取り組まれるべき
施策を「こどもの自殺対策推進パッケージ」としてとりまとめ
地方自治体においては、特に下線部の施策を中心に取り組むことにより、自殺対策が地域を問わず着実に⾏われるよう底上げを図る

令和7年9月11日
令和8年1月更新

こどもの自殺対策に関する関係省庁連絡会議

• こどもの自殺の実態解明及び分析に当たっての課題把握【0.2億円】

• こども・若者の自殺危機対応
チームによる支援者支援の推進
【39億円の内数】

• 地域ネットワーク構築によるこども支援
【7.7億円（R7補正）】（再掲）

❺ 要因分析・関係省庁の連携等
※ は改正自殺対策基本法を受けて今後実施・検討する事項
※ 【 】は令和8年度予算額及び令和7年度補正予算額

改

《こども家庭庁》

《こども家庭庁》

《厚⽣労働省》

《厚⽣労働省》

《こども家庭庁》 《⽂部科学省》

《厚⽣労働省》

（※）令和8年度から地方公共団体は
協議会の設置が可能

《⽂部科学省》

❶ 教育や普及啓発等 ❷ リスクの早期発⾒・対応 ❸ 危機介入 ❹ ⾒守り・支援

• 中高⽣を対象とした自殺対策
に関する広報啓発【0.4億円】

• SOSの出し方に関する教育・
自殺予防教育の促進 《⽂部科学省》

• 学校における精神保健に関する
知識の向上

• 「心の健康」に関する指導の
着実な実施、啓発資料の周知

• 地方自治体によるゲートキーパー
養成研修の実施支援

【33億円の内数】 《厚⽣労働省》

《⽂部科学省》

《⽂部科学省》

改

《こども家庭庁》

• こどもの成⻑を⾒守るためのデータ
連携基盤構築に向けた調査研究
【0.8億円（R7補正）】

• 学校における心の健康保持のた
めの健康診断等の措置

• スクールカウンセラー・スクール
ソーシャルワーカーの配置充実
【88億円】

• 1人1台端末等を活用した「心の
健康観察」の推進 《⽂部科学省》

《⽂部科学省》

《⽂部科学省》

改

• 医療及び学校現場と連携した
教職員向けガイドラインの作成
及び広報等【0.1億円】 《⽂部科学省》

改

《こども家庭庁》

• 地域ネットワーク構築によるこども
支援【7.7億円（R7補正）】 《こども家庭庁》

改

• 年末年始等における孤独・孤⽴相談
事業【3.9億円の内数（R7補正） 】

• 地方自治体及び⺠間団体によるSNS
相談体制の強化、こころの健康相談
統⼀ダイヤルにおけるフリーダイヤルの
導入等【33億円の内数】

【21億円の内数（R7補正）】
《厚⽣労働省》

《内閣府》
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（２）足立区こころといのちの相談支援事業　―子ども向け対策（寄稿）―
足立区では、2006 年の自殺者数が 23区内で最多となったことなどを受けて、自殺対策

担当を衛生部に設置し、「気づく　つながる　いのちを守る」をキャッチフレーズに、2008
年 10月から「生きる支援」として自殺対策に取り組んできました。

＜子ども向けの主な取組①　「SOSの出し方等教育」の実施＞
児童・生徒が自己肯定感を高め、現在起きている、又は将来起きるかもしれない危機的状

況に備えて、自ら SOSが出せるようになることを目的に、足立区立小学校５年生から中学
校３年生までを対象にそれぞれの学年で年１回、授業を実施しています。授業は保健師が実
施する場合と教員が実施する２パターンがあり、地域の保健師と学校が連携しながら取り組
んでいます。授業の中では、「自分で自分を大切にしよう」「困ったときは助けを求めて良い
んだよ。信頼できる大人に相談しよう」と伝え、授業実施後に「児童生徒向け相談窓口一覧カー
ド」「相談ダイヤルの印字入りマーカーペン」「保護者向けリーフレット」３）を配付しています。
児童・生徒へのアンケート結果では、「今後は誰かに相談しようと思う」割合が増加するといっ
た意識の変化が見られています。
また、区内高等学校については、コロナ禍を経て実施校数が減っていますが、学校長や養

護教諭等に直接働きかけ実施校数の増を目指しています。

図表 1-2-40 児童・生徒へのアンケート結果

３）�リーフレット等は、足立区ホームページからもご確認いただけます。�
URL：�https://www.city.adachi.tokyo.jp/kokoro/fukushi-kenko/kenko/kokoro-kankobutsu.html
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図表 1-2-41 授業の様子と実施後に配布する相談カードなど

「啓発用蛍光ペン（相談ダイヤルの印字入り）」と
「児童・生徒向け相談窓口カード」

「保護者向けリーフレット」

授業の様子

＜子ども向けの主な取組②　職層に応じた教員向けゲートキーパー研修の実施＞
「子どものいのちを守るために今できること」と銘打ち、校長、副校長、中堅教諭、初任
者など職層に応じた研修を衛生部と教育委員会で連携して実施しています。自殺対策の専門
家や精神科医療機関の心理士等の講義を通して、児童・生徒の「死にたい気持ち」への気付
き方や対応方法などを学ぶことで、児童・生徒が SOSを出しやすい環境の整備に結び付け
ています。

＜子ども向けの主な取組③　児童・生徒に配付しているタブレット端末の活用＞
2025 年３月に、足立区立小・中学校の児童・生徒に配付しているタブレット端末に「SOS

フィルター」を一括でインストールしました。児童・生徒が深刻な悩みや「いじめ」「死に
たい」等の自殺につながるおそれのある語句（約 5,000 個設定）を検索した際に、悩みに合っ
た相談窓口やセルフケアの方法をまとめたポップアップを表示します。
また、2026年度からは、児童・生徒の自殺リスクを可視化し予防につなげるための IT ツー

ル「RAMPS（ランプス）」を区立中学校（１校）、高校生世代の居場所（１か所）で７月か
らモデル的に導入する予定です。

＜子ども向けの主な取組④　自殺リスクが高い児童・生徒への対応（ベッド確保事業）＞
自殺リスクが高い児童・生徒が入院できる児童精神科の空床（ベッド）をすぐに見つける

ことができない状況への対応として、2025年度から、足立区が精神科医療機関に空床（ベッ
ド）を常時１床確保し、精神科専門医が入院を要すると判断した場合にいつでも入院できる
事業を開始しました。学校や関係機関等に事業を周知し、精神科医療機関と事業実績を定期
的に評価しながら、円滑な運用を図っています。
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＜今後の展望＞
足立区では、子どもの自殺対策における体制整備及び自殺未遂をした子どもへの継続的な

支援等のために自殺対策基本法（平成 18年法律第 85号）で定められたこどもの自殺対策
に係る協議会について、2026年度中に「足立区要保護児童対策地域協議会」を活用した「子
どものこころ・自殺対策協議会」を設置し、運用を図っていく予定です。運用には、「にも
包括４）」の考え方のうち子どもに特化した視点も取り入れていくことで、より重層的な支援
の実施や子どものこころの健康のための社会資源の拡充を目指していきます。

（３）あだち若者サポートテラス SODAの取組（寄稿）
足立区の若年者支援施策の一

環である「あだち若者サポート
テラス SODA」（以下「SODA」
という。）は、委託を受けた医
療法人財団厚生協会東京足立病
院が運営している。SODA の
前身は、こころの不調の早期相
談・早期支援を目的とした東邦
大学医学部精神神経医学講座に
よる研究プロジェクトによって
開設された。大学のキャンパス
や商店街でにぎわう北千住駅の
近くにある一軒家を改装した窓
口であり、足立区に在住・在
学・在勤するおおむね 15歳か
ら 25歳までの方を対象に年間延べ約 4,000 件の相談支援対応を行っている。

相談内容としては、「死にたい」「消えたい」といった希死念慮に関するものや、近年社会
問題となっている過量服薬（オーバードーズ）やリストカットなどの自傷行為についても多
くある。また、緊急性の高い自殺企図については警察や医療機関と連携を行うこともある。
これらの背景には、就学・就労に関する困りごと、家族や交際相手との葛藤、経済的困窮など、
生活場面の様々な要因に加え、メンタルヘルス不調や精神疾患が重なることも多い。SODA
では、「どのような悩みや困りごとでも、あるいは相談内容を自分で上手くまとめられなく
ても、まずは一度、話しに来てほしい」と伝え、多種多様な相談をワンストップで受け付け
ている。

窓口では、精神科医師、精神保健福祉士、看護師、公認心理師など、東京足立病院及び同
サテライトメンタルクリニック三叉路の職員を中心に構成された多職種の専門チームが若者
に伴走している。おおむね６か月間を一つの目安として、精神・心理療法によるこころの不
調を軽減する支援を行いながら、困りごとの解決に向けて、各種専門機関へと橋渡しを行っ
ている。特に過量服薬や自傷行為については、辛さや不安を紛らわすための対処行動として
習慣化していることも多い。そうした状況を受け止めながら、自分を大切にする方法を、自
ら選択できるように支援している。

図表 1-2-42 SODAの入口の様子

４）�精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの略称
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多職種専門チームは、窓口における支援に加え、行政機関や教育機関、民間団体等の地域
における様々な機関へ普及啓発を積極的に行っている。結果として、高校の教員等から紹介
を受けて来談する若者も多くいる。子ども・若者の健やかな成長のためには、メンタルヘル
ス不調を認めた際は早期に相談し、早期に支援を受けることが欠かせない。このためには、
地域の身近な大人が若者の不調や困りごとに気付き、援助希求を促すことができるような地
域づくりが重要である。

図表 1-2-43 SODAのパンフレット




